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３ 本協定に基づく弁済日に、前項記載の弁済
の場所において弁済金を受領せず、かつ、同
日までに特定の銀行預金口座への振込送金を
求めなかった協定債権者に対しては、清算会
社は、当該弁済金を大阪法務局に供託する。
４ 各協定債権者は、清算会社に対し、清算会
社から前３項記載の金員の弁済を受けたとき
は、協定債権から弁済額を控除した残金につ
き、その債権を放棄する。
５ １ないし３項記載の弁済を行った後、清算
会社に新たな財産が発見されたときは、清算
人は、速やかにこれを換価し、各協定債権者
に対し、換価代金から必要な費用を控除した
残額を、協定債権額の割合に応じて支払う。
この場合において、各協定債権者が前項の規
定により行った残債権の放棄は、新たにされ
た弁済の限度で効力を失うものとする。

奈良地方裁判所葛城支部

関係人集会期日等
令和８年（ミ）第４号
名古屋市中区栄三丁目４番２１号
更生会社 株式会社トーシンホールディングス
関係人集会
期日 令和８年11月４日午後２時
場所 東京都目黒区中目黒２丁目４番１号

東京地方裁判所中目黒庁舎１階１０３債
権者集会室

会議の目的 意見聴取
令和８年10月19日

東京地方裁判所民事第20部

包括的禁止命令

小規模個人再生による再生手
続開始





		2026-10-27T14:38:38+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



